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Ⅳ 委員会 

 

1 常任委員会 

 

● 所管事項（平成 29 年 6 月 29 日改正） 

総務委員会 

市長公室、企画財政部、総務部、税務部、消

防局、会計管理者、選挙管理委員会、公平委

員会、監査委員、固定資産評価審査委員会、

他の常任委員会の所管に属さない事項 

健康福祉委員会 

健康福祉局、病院局の所管に属する事項 

市民環境経済委員会 

市民生活部、環境部、経済部、農業委員会の

所管に属する事項 

建設委員会 

建設局の所管に属する事項 

文教委員会 

教育委員会の所管に属する事項 

広報委員会 

議会の広報広聴に関する事項 

予算決算委員会 

 予算、決算に関する事項 

 

 

 

≪開会状況（平成 31年・令和元年中）≫ 

 総務 
健康 

福祉 

市民環境 

経済 
建設 文教 広報 

予算 

決算※ 
計 

開会中 13 日 13 日 6 日 6 日 14 日 8 日 51 日 111 日 

閉会中 4 日 5 日 2 日 2 日 4 日 7 日 2 日 26 日 

審査時間 
30 時間 

17 分 

27 時間 

11 分 

10 時間 

43 分 

15 時間 

11 分 

39 時間 

32 分 

12 時間 

26 分 

51 時間 

3 分 

186 時間 

23 分 

※予算決算については、全体会・理事会・各分科会の開会状況の合計 

（詳細については 13 ページに記載） 

 

● 委員会審査報告 

 委員会が議案、発議案及び請願・陳情の審査

を終了すると、審査報告書を作成する。本会議

には、審査結果等を記載した議事日程を配付し

ており、審査報告書（写）は配付していない。 

 議案、発議案及び不採択となった請願・陳情

については、委員長が本会議において口頭で報

告を行う。（先例） 

 報告の原稿は、担当書記の提出する参考資料

に基づき、委員長がみずから作成する。（申し

合わせ） 

 

議員は、自己の所属する委員会の委員長及

び少数意見者の報告に対しては、質疑しない。

（申し合わせ） 
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2 議会運営委員会 

 

● 委員等 

・委員の定数は、議会の議決で決める。 

・所属議員 3人以上の会派は、所属議員 3 人に 1

人の割合で委員を推薦できる。（申し合わ

せ） 

・会派の異動により、所属議員数が 3 人未満に

なったとき、推薦できる委員数が減ったとき、

または委員が所属する会派を離れたときは、

当該委員は辞任願を提出する。（申し合わ

せ） 

・副議長、2 人会派の代表者、無所属議員は、委

員外議員として出席。 

 

 

● 閉会中継続調査 

・会期等議会の運営に関すること 

・議会関係の条例、規則等に関すること 

・議会運営等議長の諮問に関すること 

 

≪開会状況（平成 31年・令和元年中）≫ 

 回数 

開会中 21 回 

閉会中 5 回 

計 26 回 

 

3 予算、決算の審査 

 

● 概要 

 平成 29 年第 1 回定例会までは、定例会ごとに

特別委員会を設置していたが、平成 29 年第 2 回

定例会より予算決算委員会を設置し、常任委員

会化した。 

 

● 予算決算委員会の審査方法 

 平成 29 年第 2 回定例会より予算決算委員会が

設置された。 

 委員は、議長を除く議員で構成される。 

議案付託後は、5 つの分科会（総務分科会・健

康福祉分科会・市民環境経済分科会・建設分科

会・文教分科会）で担当する事項を審査する。 

分科会では質疑のみ行われ、委員全員で行う委

員会（全体会）にて、総括質疑が行われている。 

発言時間は所属議員 3 人以上の会派は 30 分以内、

2 人の会派は 20 分以内、無所属議員は 10 分以内

（答弁を含まない）。質疑終結後、議案ごとに

討論、採決を行う。 

 

 

また、予算決算委員会の運営に関する事項

を協議するため、予算決算委員会理事会を開

き、付託議案の取り扱い（分科会の担当割り

振り、分科会の日程、全体会における質疑、

討論、採決等）について協議を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

13 

≪開会状況（平成 31年第 1 回定例会）≫ 

 

≪開会状況（令和元年第 1回定例会）≫ 

 

≪開会状況（令和元年第 2回定例会）≫ 

 

≪開会状況（令和元年第 3回定例会）≫ 

 

≪開会状況（令和元年第 1回臨時会）≫          ≪開会状況（平成 31 年・令和元年閉会中）≫ 

 

 

 

 

 

 

 全体会 理事会 
総務 

分科会 

健康福祉 

分科会 

市民環境 

経済 

分科会 

建設 

分科会 

文教 

分科会 
計 

日数 3 日 2 日 1 日 2 日 1 日 1 日 31 日 11 日 

審査 

時間 

5 時間 

28 分 
40 分 

2 時間 

38 分 

6 時間 

12 分 

3 時間 

19 分 

1 時間 

37 分 

1 時間 

10 分 

21 時間 

4 分 

 全体会 理事会 
総務 

分科会 

健康福祉 

分科会 

市民環境 

経済 

分科会 

建設 

分科会 

文教 

分科会 
計 

日数 4 日 4 日 1 日 2 日 － 1 日 － 12 日 

審査 

時間 

1 時間 

14 分 

1 時間 

59 分 
24 分 15 分 － 6 分 － 

3 時間 

58 分 

 全体会 理事会 
総務 

分科会 

健康福祉 

分科会 

市民環境 

経済 

分科会 

建設 

分科会 

文教 

分科会 
計 

日数 4 日 3 日 1 日 2 日 1 日 1 日 1 日 13 日 

審査 

時間 

5 時間 

3 分 
43 分 

4 時間 

45 分 

3 時間 

11 分 

2 時間 

3 分 

1 時間 

16 分 

2 時間 

56 分 

19 時間 

57 分 

 全体会 理事会 
総務 

分科会 

健康福祉 

分科会 

市民環境 

経済 

分科会 

建設 

分科会 

文教 

分科会 
計 

日数 4 日 4 日 1 日 1 日 1 日 1 日 1 日 13 日 

審査 

時間 

1 時間 

56 分 

1 時間 

4 分 
29 分 42 分 20 分 22 分 9 分 

5 時間 

2 分 

 全体会 理事会 計 

日数 1 日 1 日 2 日 

審査 

時間 
5 分 3 分 8 分 

 理事会 計 

日数 2 日 2 日 

審査 

時間 
54 分 54 分 
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4 特別委員会 

 

● 海老川上流地区のまちづくり調査研究特

別委員会 

海老川上流地区において、①医療・福祉関

連施設、②ウォーキングコースや公園、③新

駅などを整備・誘致するまちづくりが検討さ

れている中、議会として分野横断的に調査研

究する必要があるため、平成 28 年 12 月 20 日

に設置。委員は、3 人以上の会派から所属議員

数 3人に 1人の割合で委員を推薦できる。 

会議規則第 110 条の規定に基づく委員会報

告が提出され、平成 31 年 1 定においてこれを

承認したことに伴い消滅した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 総合計画に関する調査研究特別委員会 

 議会として、総合計画に関する調査研究及

び市長への提言等を行うため、令和元年 6 月

27 日に設置。活動期間は令和 3 年第 1 回定例

会閉会まで。委員は、議長を除く議員で構成

される。 

 委員会は全体会（委員全員で行う委員会）、

理事会、5 つの分科会（総務分科会・健康福祉

分科会・市民環境経済分科会・建設分科会・

文教分科会）を設置しており、全体会で執行

部からの報告に対し質疑を行い、個別具体の

質疑は必要に応じて分科会で行う。 

また、運営に関する事項等を協議するため、

理事会を開き、全体会及び理事会の日程、各

分科会の調査研究事項の分担に関する事項、

執行部からの報告の取り扱いや質疑に関する

事項、全体会の出席理事者に関する事項、  

調査研究に関する事項、市長への提言等に関

する事項、分科会の合同開催に関する事項、  

委員長の諮問に関する事項等について協議を

行っている。 

なお、令和元年中の開会状況は下記のとお

り。 

 

≪総合計画に関する調査研究特別委員会の開会状況≫ 

 

 全体会 理事会 
総務 

分科会 

健康福祉 

分科会 

市民環境 

経済 

分科会 

建設 

分科会 

文教 

分科会 
計 

日数 4 日 3 日 2 日 2 日 1 日 1 日 1 日 13 日 

審査 

時間 

3 時間 

43 分 
22 分 

3 時間 

26 分 

8 時間 

39 分 

1 時間 

56 分 

2 時間 

15 分 
27 分 

20 時間 

48 分 
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5 参考人制度 

 

● 参考人制度 

 昭和 60 年 1 定で、本市議会独自に創設した

が、その後、平成 3 年、地方自治法の一部改正

に伴い、関係規定を整備した。 

 

● 実費弁償 

・日当 1,500 円 

・交通費 実費 

 

● 事例（平成 31 年・令和元年中） 

・総務委員会 

 3 月 8日 

  陳情審査 参考人 1人 

 9 月 18 日 

  陳情審査 参考人 1人 

・健康福祉委員会 

9 月 18 日 

 所管事務調査 参考人 10 人 

・建設委員会 

 10 月 25 日 

  陳情審査 参考人 2人 

・文教委員会 

9 月 24 日 

 所管事務調査 参考人 3人 

 12 月 13 日 

  議案審査 参考人 4人 

 12 月 17 日 

  議案審査 参考人 4人 

 

6 委員会の公開 

 

● 傍聴 

 委員外議員のほか委員長の許可を得た者が傍

聴することができる。 

また、報道関係者席として、常時 2 席を用意

している。（申し合わせ） 

 平成 26 年 3 定から、第 4・第 5 委員会室に難

聴者支援のためのヒアリングループを設置して

いる。 

 

● インターネット中継（生中継・録画） 

平成 26 年 1 定の開会前の議会運営委員会

（2/19）から開始 

※25 ページ参照 

 

● 託児ルーム 

 平成 12 年度から、委員会傍聴の際に、保育ヘ

ルパーを配置した「託児ルーム」（30 平方メー

トル）において、子供を預かっている。 

 利用日の 7 日前までに傍聴を希望する日時を

連絡願い、保育ヘルパーを派遣してもらう。 

 平成 31 年及び令和元年中の利用者は、9

人。 

 市民への周知方法として、「広報ふなば

し」、「ふなばし市議会だより」、「議会ウ

ェブサイト」、「ふなばし市議会ガイドブッ

ク」に利用案内を掲載している。 
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● 傍聴件数（平成 31 年・令和元年中） 

 平成 31 年及び令和元年中は不許可なし。 

許可された件数等は下記のとおり。 

 

 

 

 

≪許可された傍聴人数・件数（平成 31 年・令和元年中）≫ 

 総務 
健康 

福祉 

市民環境 

経済 
建設 文教 広報 

予算 

決算※1 

総合計画

特別※2 

議会 

運営 
計 

件数 5 8 2 4 13 4 20 3 16 75 

傍聴人数 21 11 2 6 69 5 29 4 25 172 

 

※1 予算決算委員会に係る許可件数及び傍聴人数の内訳 

 全体会 理事会 
総務 

分科会 

健康福祉 

分科会 

市民環境 

経済 

分科会 

建設 

分科会 

文教 

分科会 
計 

件数 8 3 2 4 － 2 1 20 

傍聴人数 11 3 3 7 － 3 2 29 

※2 総合計画に関する調査研究特別委員会に係る許可件数及び傍聴人数の内訳は、令和元年中は

全体会のみ傍聴の申し出があり、許可された。 

【件数及び傍聴人数の考え方】 

①件数：傍聴を許可された委員会（全体会・理事会・分科会）の会議数 

②傍聴人数：①の件数ごとに許可された傍聴人数の延べ人数 

 


